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No. 章 項目 項 意見内容
修正後
項

対応

1 はじめに 副題 1 「環境ブランド力」はメジャーな言葉ではない。 1

2 はじめに 副題 1 副題は必要か？ 1

3 第1章 1.3 計画の位置付け 4
計画の位置付けについて、関連する計画の数が多いので精査しては
どうか。
また、環境分野の個別計画に、浜松市災害廃棄物処理計画を入れる。

3 関連性が薄いものを削除

4 第1章
1.3 計画の位置付け
（配慮指針）

5
環境配慮指針は少なくとも「計画の位置付け」ではないので、ここでは
ない。第5章か？

23 環境配慮指針については、第5章の後に移動

5 第2章 追加 12 ここに、2.5.1として、Society5.0（AIやIoT等の活用）のこと書けないか？ 9 Society5.0　について、本市の取組等追加

6 第3章 3.1 施策の達成状況 13～14
施策の評価に「達成」「実施中」「未実施」等記載があるが、表現に違和
感がある。

10～11 「達成」「継続中」「廃止」の3つに分類

7 第4章 基本方針 18～21

方針の文言を修正（修正前）
①健全な生活環境が保全される都市
②地球にやさしく資源を利活用する循環型都市
③温暖化に対処しエネルギーの効率化を図る都市

15～18

（修正後）
①快適な生活環境が保全される都市
②資源を有効に活用する循環型都市
③気候変動に適応しエネルギーの効率化を図る都市

8 第4章 4.2 基本方針① 18

4.1.1　快適な健全な生活環境が保全される都市
　市民の健康や～中略～・・・ 健全で快適な生活環境づくりの創造に取
り組みます。
（３）音・かおり・光に関する生活環境の保全及び創造
　・～省略～・・・市民が求める快適な生活環境づくりに取り組みます。
の創造を図ります。

15
基本方針の題目は修正
（３）の記載は、”主要な”施策ではないとして削除

9 第4章 4.2 基本方針① 18
・「PCBやアスベスト廃棄物の適正処理」のような有害化学物質等の対
策の推進の方が、今後5年間で注力する施策ではないのか？

15
アスベスト→大気汚染対策に追記
PCB→有害化学物質として追記

10 第4章 4.2 基本方針② 19

（１）一般廃棄物の減量とリサイクルの推進
　・ごみの減量と資源化についての意識啓発や環境教育を充実させ、
市民・事業者・行政が協働で生活環境の保全及び公衆衛生の向上に
取り組みます。住みよいまちを構築します。

16
修正
「・・・協働で生活環境の保全に取り組みます」

●前回環境審議会（9/3）以降の主な変更点

現副題に使用されている言葉の定義が不明瞭である
ため、現副題は削除
※実際に、これまでも進んで活用していない

資料１-１



11 第4章 4.2 基本方針② 19

（２）産業廃棄物対策の推進
・産業廃棄物の多量排出事業者や処理業者に対し、引き続き減量化
や再生利用の取り組みを要請します。
・排出事業者に対し、立入指導や啓発活動等を行い不適正処理や不
法投棄の防止を推進します。
・産業廃棄物の多量排出事業者や処理業者に対し、引き続き減量化
や再生利用の取り組みを要請するとともに、不法投棄撲滅に向けた監
視体制の構築や地域への啓発活動を行います。

16 意見を踏まえ修正

12 第4章 4.2.基本方針② 19
海洋プラスチックごみ対策について、遠州灘などの具体的な名称を入
れてもいいのではないか。

16 意見を踏まえ修正

13 第4章 4.2.基本方針② 19
海洋プラスチックごみ対策について、上流にあったものが流れてきて海
に入る。そのことを記載し、「何をしたら対策になるのか」を示した方が
良い。

16
発生抑制とクリーン作戦について分けて施策の方向性
を記載

14 第4章 4.2 基本方針③ 20
P20、基本方針3、『温暖化に対処し』とあるが、『対処』に違和感があ
る。

基本方針を修正

15 第4章 4.2 基本方針③ 20
気候変動はもう起こっており、今の「策を研究します」では市がどうした
いのかが見えてこない。

16 第4章 4.2 基本方針③ 20
適応策は国で策定しているので、自治体レベルでは防災対策などの情
報を収集して、どう方針を示すかが重要では？

17 第4章 4.2 .基本方針④ 21

（３）環境負荷の低減に配慮した居住・都市機能の集約
・行政機関、医療施設、福祉・子育て支援施設、商業施設などの都市
機能や居住を鉄道駅周辺や利便性の高い公共交通路線沿線などに
集約します。が拡散しているため、コンパクトでメリハリの効いたまちづ
くりを図ります。

18
主な施策の方向性を精査し、削除
（具体的な施策としては、内部資料として存続）

18 第4章 4.2 基本方針⑤ 22 SDGsアイコンに12を追加。 19 意見を踏まえ修正

19 第4章
4.3 改定計画における

環境指標
23

　第2次計画で掲げられた5つの基本方針ごとに設定された環境指標に
ついて、これまでの進捗状況を踏まえ、見直しを行った結果を示しま
す。

環境指標項目の表中に、「海域（ＣＯＤ）」が２つある。→1つは「湖沼（Ｃ
ＯＤ）」

20
基本方針①に係る環境指標については、見直し
→佐鳴湖のCODを指標とする。

20 第4章
4.3 改定計画における

環境指標
23

環境指標について、基本方針④は森林認証取得面積が残っている
が、これは森林を財のイメージで取り扱っている。緑地保全面積は共
生のイメージなので、こちらを残すべきでは？

21 第4章
4.3 改定計画における

環境指標
23 緑地保全の面積を削るのはいかがか？

22 第5章 推進体制 25
「行政計画」であるならこれでいいと思うが、総主体（すべてのステーク
ホルダーが協働）で取り組むなら、この推進体制でいいのか？

22
市・市民・事業者が協働で取り組んでいくイメージに図
を修正

基本方針④に係る環境指標については、意見を踏ま
え、緑地保全面積を採用

17

20

適応策について、市の取り組みの方向性としては情報
収集＆市民への発信を行っていく旨を記載
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はじめに 

 2015（平成 27）年度に現行の第 2 次浜松市環境基本計画を策定してから 5 年が経過しま

した。この間、持続可能な開発のための 2030 アジェンダの採択やパリ協定の発効、国の第

5次環境基本計画の策定など、社会情勢が大きく変化しています。そのため、現行計画の内

容を確認したうえで、これらの状況へ対応する必要があります。 

 また、本計画の目標年度は、2024（令和 6）年度としていますが、社会情勢の変化に対応

した計画とするため、中間年度である 2019（令和元）年度に見直しを行い「第 2 次浜松市

環境基本計画【改正版】」を作成することとしました。 

図表 第 2次環境基本計画の期間 

浜松市総合計画を踏まえ、2045（令和 27）年を見据えて、 

『豊かな自然の恵みを未来へ「ツナグ」環境共生都市』 

を環境の将来像に掲げます。 

本市において大気・水質などの生活の安全の確保、人や都市機能などの集約化、緑豊

かな自然の保全・再生、エネルギーの地産地消による自給率の向上により、「誰もが安

心してくらせる住み心地よさ」を高めることで、多くの人が住んでみたい、多くの企業

が進出したい、都市としての良好なイメージを確立し、豊かな自然・人々のくらし・都

市の成長が調和した、未来へ「ツナグ」環境共生都市を目指します。 

2015（平成27）

年度 
2019（令和元）

年度 

2024（令和 6）

年度 

計画の 

見直し 

計画 

施行 

目標

年度

- 1 -



第1章 基本的事項 

1.1 環境基本計画とは 

環境基本計画は、浜松市環境基本条例（平成 10 年浜松市条例第 49 号）第 9 条の規定に

基づき「環境の保全及び創造に関する基本的な計画」として定めています。 

 今回の改正に関連する計画等で、第 2 次計画策定以降に策定・改定が行われたものにつ

いて図表 1.1 に示します。 

図表 1.1 環境基本計画関連年表（第 2次計画策定以降）

年 月 国、県 浜松市 

2015

(H27)

3 「第2次浜松市環境基本計画」策定 

 「浜松市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」改定 

9 「持続可能な開発のための2030アジェンダ」採択  

12 「パリ協定」採択  

2016

(H28)

3 「第3次静岡県環境基本計画」改定  

5 「地球温暖化対策の推進に関する法律」改正  

10  「浜松市環境影響評価条例」施行 

2017

(H29)

3  「浜松市災害廃棄物処理計画」策定 

4  「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」改定 

2018

(H30)

4 「第5次環境基本計画」閣議決定 「生物多様性はままつ戦略2018」策定 

6 「海岸漂着物処理推進法」改正 「浜松市SDGs未来都市計画」策定 

「第4次循環型社会形成推進基本計画」策定  

12 「気候変動適応法」施行  

2019

(R1)

5 「プラスチック資源循環戦略」策定  

10 「食品ロスの削減の推進に関する法律」施行  

2020

(R2)

3  「浜松市エネルギービジョン」改定（予定） 

 「第2次浜松市環境基本計画（改正版）」策定（予定） 
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1.2 計画の位置づけ 

本計画は、国や県の環境基本計画や、本市における行政の基本指針である「浜松市総合

計画」をはじめ、環境の保全及び創造などに関連する各分野の基本的な計画などと連携を

図っています。 

図表 1.2 第 2次環境基本計画の位置づけ 

1.3 計画の対象地域 

 本計画の対象地域は、浜松市全域とします。 
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第2章 第 2次計画策定後の社会情勢の変化 

 本章では、第 2 次計画策定後の環境分野における社会情勢の変化について、その内容と

本市としての取り組み状況を示します。 

2.1 持続可能な開発のための 2030 アジェンダ 

2.1.1 持続不能な世界から持続可能な世界への「変革」 

 「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」とは、2001（平成 13）年に策定されたミレ

ニアム開発目標（MDGs）の後継として 2015（平成 27）年 9月の国連サミットで採択された、

2030（令和 12）年までの国際開発目標のことをいいます。 

 MDGs では、国連の専門家の主導により開発途上国の抱える課題を示し、8 つのゴールと

21 のターゲットを設定しました。その結果、極度の貧困状態にある人口割合の半減などの

多くの目標において前進が見られましたが、教育や衛生といった分野では未達成の目標も

数多く残ってしまいました。また、各国・地域の状況に配慮せず、すべての国に同一の目

標を設定していたため、アフリカ大陸のサハラ以南の一部地域においては目標達成が進ま

ないといった課題が残されました。 

 これらの課題を解決し持続可能な世界を達成するため、2030 アジェンダでは、「誰一人取

り残さない」という理念の下、世界を持続的かつ強くしなやかなものに移行させるための

大胆かつ変革的な手段として、すべての国に適用される普遍的な目標「持続可能な開発目

標（SDGs）」を掲げました。 

2.1.2 持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals） 

 持続可能な開発目標（SDGs）とは、「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性の

ある社会の実現のため、2030（令和 12）年までに達成すべき 17 の目標（ゴール）と 169 の

ターゲット、232 の指標のことをいいます。 

 SDGs は、すべての国に適用される普遍的な目標であり、その達成のためには、すべての

国の政府や市民、民間事業者といったすべてのステークホルダー1が積極的に取り組み推進

していくものです。 

 17 の目標のうち、環境に関連している目標について、達成に向けた施策を本計画にて推

進していきます。 

1 経営活動に関わる利害関係者
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図表 2.1.2 SDGs ロゴ 

2.1.3 本市における取り組み（浜松市 SDGs 未来都市計画） 

 本市において官民を挙げて推進している「森林」「エネルギー」「多文化共生」に関する

取り組みが、SDGs 推進に係る優れた取り組みとして評価され、2018（平成 30）年 6月に「SDGs

未来都市」に選定されました。「浜松市 SDGs 未来都市計画」を策定し、「浜松市 SDGs 推進

プラットフォーム」の設立をはじめとした、2030（令和 12）年のあるべき姿を達成するた

めの取り組みを進めています。 

2.2 パリ協定 

2.2.1 産業革命前からの世界の平均気温上昇を２℃未満に 

 世界の温室効果ガス排出削減については、1992（平成 4）年に採択された国連気候変動枠

組条約に基づき、国連気候変動枠組条約締結国会議（COP）において議論が行われてきまし

た。しかし、この条約では、先進国と開発途上国で条約上の義務等に差異を設けていたた

め、先進国のみに削減義務が課されることとなっていました。その一方で開発途上国の温

室効果ガス排出量が急増し、先進国よりも開発途上国のほうが温室効果ガスを多く排出す

ることとなり、有効な対策を取ることが難しくなりました。 
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 こうした状況を打開するため、全ての国が参加する公平かつ実効的な枠組みとして 2015

（平成 27）年 12 月にパリ協定が採択されました。パリ協定では「産業革命前からの世界の

平均気温上昇を 2℃未満に抑える」という目標が設定され、そのための施策として、全ての

国に削減目標の提出及び状況報告が義務付けられました。 

2.2.2 温室効果ガスの「緩和」と「適応」 

気候変動対策は温室効果ガスの排出抑制を行うことによる気温上昇抑制対策（緩和）が

中心でした。一方で、気温上昇による気候変動の影響はすでに現れており、パリ協定では

中長期的に避けれられない影響に対する対策（適応）の強化が盛り込まれました。

2.2.3 気候変動適応法の施行 

日本では 2018（平成 30）年 12 月に気候変動適応法が施行され、ステークホルダーの役

割の明確化、適応を推進するための計画や拠点などの確保、国と地方公共団体の連携（組

織化）など、地域での適応の強化について規定されました。 

2.2.4 本市における取り組み 

緩和策に関する取り組みとして、本市域から排出される温室効果ガスの削減計画である

「浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」を国の計画や目標値との整合を図るため

に 2017（平成 29）年 4月に改定しました。 

 また、地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国民運動「COOL CHOICE（クー

ルチョイス）」運動に本市も賛同し、エコドライブ推進事業や次世代自動車の普及促進事業、

地元プロスポーツチームやスポーツイベント等を活用した、「COOL CHOICE」の普及啓発を

オール浜松で行っています。 

 適応策に関する取り組みとしては、気候変動による影響のうち特に緊急性が高いとされ

る農林水産や水資源、自然災害、健康、生態系の各分野について、気候変動の影響の状況

について情報収集に努めるとともに、市民に対する情報提供・注意喚起を行っています。 

 また、熱中症対策の啓発や近年発生頻度が増加している豪雨により懸念される土砂災害

や水害への対応として、保安林や治山施設の整備、治水対策の強化などを進めています。 

2.3 海洋プラスチックごみ問題 

2.3.1 生態系を含めた海洋環境への影響 

 近年、海洋ごみによる地球規模での環境汚染が広がり、沿岸の環境、船舶の航行、観光・

漁業などへの影響が確認されています。海洋ごみの中でもプラスチックは世界全体で年間

数百万トンが海洋へ流出していると推計され、このままでは 2050（令和 32）年までに海洋

における魚の重量を上回るプラスチックが海洋環境に流出・滞留すると予測されています。 
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海洋に漂流したプラスチックは自然に分解されにくく、長期間にわたり環境中にとどま

ります。また、波や紫外線により物理的に砕かれ、5mm 以下の大きさとなった微小なプラス

チック（マイクロプラスチック）は、有害化学物質を吸着しやすいと報告されています。

これらのプラスチックは、海洋生物の誤食や負傷を引き起こすほか、食物連鎖による生態

系への影響が懸念されることから、実効的な対策が求められています。 

2.3.2 プラスチック資源循環戦略 

プラスチックごみによる環境汚染については、国際的な会議（G20）でも取り上げられて

おり、2050（令和 32）年までに海洋プラスチックごみによる追加の汚染を無くすことを目

標とする合意がなされました。 

これに先立ち、国では、再生不可能な資源への依存度を減らし、再生可能資源に置き換

えるとともに、経済性及び技術的可能性を考慮し、使用された資源を徹底的に回収、何度

も循環利用することを旨として、プラスチックの資源循環を総合的に推進するための戦略

（プラスチック資源循環戦略）を 2019（令和元）年 5月に策定しました。 

戦略は、3Ｒ2＋Renewable3（リデュース・リユース・リサイクル＋再生可能な資源への代

替）を基本原則に、「プラスチック資源循環」「海洋プラスチック対策」「国際展開」「基盤

整備」の重点戦略を展開することとしています。また、国民、企業、民間団体、地方公共

団体、国等が連携協働して事業を推進します。 

2.3.3 本市における取り組み 

遠州灘や浜名湖では、多くの団体やボランティアが参加し、海岸の漂着ごみも含めて回

収するクリーン作戦を長年実施しています。海洋プラスチックごみ問題の解決には、漂着

ごみの回収とともに、プラスチックを海洋に流出させない取り組みが必要です。このプラ

スチックごみの発生抑制については、海岸美化活動やビーチ・マリンスポーツイベントの

会場での環境保全ＰＲなど、様々な場面において海洋プラスチックごみ問題の周知と啓発

を行っています。また、環境学習講座での体験型学習や海洋ごみ問題を題材とした環境劇

の開催など、広い世代でこの問題について理解を深めてもらうよう取り組んでいます。

こうした取り組みは、自治体や企業など、幅広い主体の連携協働を推進する、環境省の

「プラスチック・スマート」キャンペーンを活用し、情報発信しています。

2.4 地域循環共生圏 

2 Reduce
リ デ ュ ー ス

（発生抑制）、Reuse
リ ユ ー ス

（再使用）、Recycle
リ サ イ ク ル

（再生利用）という循環型社会形成のた

めの 3 つの言葉の英単語の頭文字

3 Renewable
リ ニ ュ ー ア ブ ル

（再生可能な）：ここでは、3R に加えて「再生可能資源の推進」を意味する
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2.4.1 地域循環共生圏とは 

国全体で持続可能な社会を構築するためには、各々の地域が持続可能である一方で、そ

れぞれの地域が閉じた経済社会活動を行うことは困難であり、各地域間で補完し合うこと

が重要となっています。このことを踏まえ、国の第 5 次環境基本計画では、各地域がその

特性を活かした強みを発揮し、地域ごとに異なる資源が循環する自立・分散型の社会を形

成しつつ、それぞれの地域の特性に応じて近隣地域と共生・対流し、より広域的なネット

ワーク（自然的つながりや経済的つながり）を構築する「地域循環共生圏」という地域づ

くりの考え方を示しました。これにより新たなバリューチェーン4を生み出し、地域資源を

補完し支え合いながら農山漁村も都市も活かす「地域循環共生圏」を創造することを目指

しています。

本市においても、この考えを踏まえた取り組みを行っていく必要があります。

図表 2.4.1 地域循環共生圏概要（出典：環境省 第 5次環境基本計画）

2.4.2 本市における取り組み 

浜松版スマートシティ5の実現を目指すため、「株式会社浜松新電力」を官民連携により設

立し、市内で発電した電力を地元に供給しているほか、「平成 31 年度地域循環共生圏づく

りプラットフォームの構築に向けた地域循環共生圏の創造に取り組む活動団体（環境省）」

において、浜松市が提案した「木質バイオマスサプライチェーン6構築事業」が選定され、

本市の広大な森林地帯から発生する木質バイオマスを地域で活用する枠組みの構築を目指

しています。

その他にも、2024（令和 6）年度に天竜区内に稼働予定の新清掃工場では、余熱エネルギー

4 製品を作る最初の段階から消費者にサービスが届くまでの間の価値のつながり（変動）
5 エネルギーに対する不安のない強靭で低炭素な社会（浜松市エネルギービジョン（令和2年 3月）） 
6 製品を作る最初の段階から消費者にサービスが届くまでの活動の一連の連鎖
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を利用した新産業や雇用の創出など、市域の活性化に資する事業の展開に取り組んでいき

ます。また、産学官が連携する「地域循環共生圏研究会」の下で、ごみ焼却で生じる溶融

スラグ等を活用した地域循環共生圏の構築に向けた研究も進めていきます。

2.5 Society 5.0 

2.5.1 Society 5.0 とは 

IoT7で全ての人とモノがつながることで様々な知識や情報が共有され、その情報を人工知

能（AI）が解析することにより、必要な情報が必要な時に提供されるようになります。こ

の情報をロボットや自動走行車などの新しい技術と連携させることで様々な課題を克服し

ていく社会を、目指すべき社会として「Society 5.0」と掲げています。 

2.5.2 持続可能性を支える技術 

AI や IoT 等を活用することで、工場等の運営の効率化や電力消費の自動制御などによる

低炭素・省エネルギーを促進、食料等の生産量と天候などを踏まえた需要との関係を解析

することによる省資源化・ロスの削減など、様々な社会的課題・経済的課題を解決し持続

可能な社会を目指すため、国内外で技術開発が進められています。 

2.5.3 本市における取り組み 

本市においても、チャットボット8等を用いた資源物回収サイトの整備など、AIや IoT 等

の技術を活用した市民サービスの向上に向けた施策の検討を行っています。 

図表 2.5.3 Society 5.0 イメージ図（出典：内閣府ホームページ）

7 I o T
アイオーティー

（Internet
インターネット

 of
オブ

 Things
シ ン グ ス

）「モノ」がインターネットに接続され、情報交換すること

により、相互に制御する仕組み 
8 AI（人工知能）を活用した自動会話プログラム
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第 3章 施策の進捗状況 

第 2次計画の進捗状況や評価を浜松市環境基本条例第 22 条の規定に基づき設置する「浜

松市環境審議会」（以下「環境審議会」という。）へ毎年報告し、意見や提言をいただいて

います。本章では、本計画の冒頭で掲げた環境の将来像を実現するため、第 2 次計画で示

した施策の進捗状況及び SDGs との関連について示すとともに、第 2次計画で示された 5つ

の基本方針の 5年間の進捗状況の評価を行います。 

3.1 施策の進捗状況 

3.1.1 施策の進捗状況 

 第 2 次計画で示された 5 つの基本方針に基づき実施する施策及び総合的・横断的視点で

推進する環境行政の方針に基づき実施した施策について、各施策のこれまでの進捗状況並

びに SDGs との関連について示します。

図表 3.1.1 施策の進捗状況 
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3.2 これまでの評価 

3.2.1 5 年間の評価 

第 2 次計画策定後 5 年間の 5 つの基本方針の進捗状況について、指標を基に評価を行い

ます。 

3.2.1.1 基本方針 1 健全な生活環境が保全される都市 

 大気環境については、6 項目の大気汚染物質の常時監視を実施し、2014（平成 26）年以

降は、光化学オキシダントを除く大気汚染物質は、市内の測定局において環境基準を達成

しています。光化学オキシダントについては、全国 1,200 地点の測定局の中でも環境基準

を達成するのが数地点となっており、達成が難しい状況です。 

水質の BOD、COD の項目については、15 の測定地点のうち、佐鳴湖の 1地点のみ環境基準

が未達成となっています。佐鳴湖は閉鎖性水域となっていることから、窒素・リン等の流

入により富栄養化し、達成が難しい状況です。

3.2.1.2 基本方針 2 資源を有効に活用する循環型都市 

 「浜松市一般廃棄物処理基本計画」に基づき実施した、一般廃棄物の適正処理やごみ減

量・リサイクルなどの取り組みにより、事業系と家庭系を合わせた一人１日当たりの一般

廃棄物排出量は減少傾向となっています。

 資源物のリサイクルについては、びん、缶、プラスチック製容器包装等の資源物の分別

収集や、資源物集団回収、みどりのリサイクルなどに取り組むことで全体としては増加傾

向となっています。一方で、民間事業者による資源物回収拠点の増加により、市が行って

いる資源物集団の回収量は減少しています。

3.2.1.3 基本方針 3 エネルギーを無駄なく賢く利用する都市 

 市域の温室効果ガス排出量について、5年間の推移では 2024（令和 6）年の目標値に向け

順調に推移しています。 

 市の電力自給率についても、再生可能エネルギーの導入や省エネルギー推進の施策によ

り、順調に増加しています。

3.2.1.4 基本方針 4 多様な自然と人々のくらしが共生する都市 

 森林認証9取得面積については、目標に向け順調に増加していますが、森林認証が進んで

いない地域があり、目標達成に向けての課題となっています。

緑地保全面積については、新たな緑地保全地域や風致地区、市民の森の指定が進んでい

9 全世界共通の原則に基づき森林を審査し、森林環境を適切に保全し、地域の社会的な利益

にかない、経済的にも持続可能な森林管理を推進する国際認証制度
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ないため、5 年間ほぼ横ばいで推移しています。なお、目標値については「緑の基本計画」

で見直しを行っています。

3.2.1.5 基本方針 5 環境活動を実践する人を育てる都市 

 環境に配慮した行動や活動をしている市民の割合は、2016（平成 28）年度までは順調に

増加していましたが、2017（平成 29）年に減少、2018（平成 30）年は微増となっています。

2017（平成 29）年の減少の原因は、算出根拠としている市民アンケートの質問形式の変更

によるものと想定され、5年間通じては増加しているものと推測されます。 

 環境学習指導者養成講座による人材養成人数は、目標に向けて順調に増加しています。 

図表 3.2.1 環境指標の進捗状況 

目標値

2013（平成25）年度 2018（平成30）年度 2024（令和6）年度

二酸化硫黄（SO2）
全地点で達成
(6地点）

全地点で達成
（4地点）

全地点で達成
（4地点）

二酸化窒素（ＮＯ2）
全地点で達成
（10地点）

全地点で達成
（10地点）

全地点で達成
（10地点）

一酸化炭素（ＣＯ）
全地点で達成
（3地点）

全地点で達成
（3地点）

全地点で達成
（3地点）

浮遊粒子状物質
全地点で達成
（10地点）

全地点で達成
（9地点）

全地点で達成
（9地点）

光化学オキシダント
達成地点無
（10地点）

達成地点無
（9地点）

全地点で達成
（9地点）

微小粒子状物質（ＰＭ2.5）
達成地点無
（4地点）

全地点で達成
（9地点）

全地点で達成
（9地点）

河川（ＢＯＤ）
※生物化学的酸素要求量

全地点で達成
（7地点）

全地点で達成
（7地点）

全地点で達成
（7地点）

湖沼（ＣＯＤ）
※化学的酸素要求量

達成地点無
（2地点）

1地点で達成
（2地点中）

1地点で達成
（2地点中）

海域（ＣＯＤ）
全地点で達成
（6地点）

全地点で達成
（6地点）

全地点で達成
（6地点）

898g 879g 851g

22% 19% 30%

基準年排出量
5,795千t-CO2

2016（平成28）年度
排出量：4,928千t-CO2
削減量：867千t-CO2
基準年度比　15%削減

排出量：4,6651千t-CO2
削減量：1,130千t-CO2
基準年度比　19%削減

7% 15% 18%

42,174ha 45,270ha 48,000ha

1,374ha 1,374ha
2029(令和11）年度

3,931ha

55% 47% 67%

16人 56人 100人

水
質
汚
濁
に
係
る

環
境
基
準
の
達
成
状
況

公共用水域における生活環境の保
全に関する、環境基準を達成した
測定地点数
（測定地点数）

【基本方針2】　資源を有効に活用する循環型都市

【基本方針3】　エネルギーを無駄なく賢く利用する都市

【基本方針4】　多様な自然と人々のくらしが共生する都市

市域の温室効果ガス排出量の削減目標
※基準年度：2013（平成25）年

電力自給率
※市内に立地する再生可能エネルギー等の発電量／市内の総電力使用量

1人1日当たりの一般廃棄物排出量
※本市人口により1日当たりの一般廃棄物排出量を算出

リサイクル率
※（資源物量＋再資源化量）／総排出量

環境に配慮した行動や活動をしている市民の割合
※市民アンケートによる、環境に配慮した暮らしを実践する市民の割合

環境学習指導者養成講座修了者
※累計人数

森林認証取得面積

緑地保全面積
※主として緑地の保全を目的とした法規制・条例により担保された緑地の面積

【基本方針5】　環境活動を実践する人を育てる都市

測定項目
達成状況

大
気
汚
染
に
係
る

環
境
基
準
の
達
成
状
況

市内の一般大気測定局及び自動
車排出ガス測定局のうち、大気環
境基準値を達成した地点数
（測定地点数）

【基本方針1】　健全な生活環境が保全される都市
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第 4章 これからの環境施策の方針 

 本章では、第 2 次計画で定めた方針について、第 2 章に記載した環境分野の社会情勢の

変化や第 3章での施策の達成状況を踏まえ、目標年度に向けた施策の方向性を示します。 

4.1 環境施策の方向性 

 第 2 次計画で定められた方針・施策については、この 5 年間でおおむね順調に進められ

てきていますが、ごみ減量・資源化の推進や緑地の保全に関する指標で進捗が遅れており、

さらなる普及啓発や緑地の整備が必要となっています。

改正版においては、これらのことに加え、SDGs や国の第 5 次環境基本計画、世界規模で

課題となっている地球温暖化による気候変動の影響や海洋プラスチックによる海洋生態系

への影響についての対応などを反映した総合方針を定め、その総合方針を達成するための

方針として新たな 5つの基本方針を示します。 

4.2 総合方針 

 浜松市総合計画に掲げられている環境分野の基本政策である「環境と共生した持続可能

な社会の実現」について、これまでの方針に加え、国の第 5 次環境基本計画で示されてい

る地域循環共生圏の考え方や、SDGs の理念を踏まえて施策を推進していく必要があります。

持続可能な社会を構築するためには、市内の各々の地域が地域の特性を活かしながら環

境・社会・経済を向上させるための取組みを推進し、地域ごとにそれぞれ異なる資源を活

用・補完し、広域的なネットワークを構築して行く必要があるため、このことを踏まえ、

本市の環境行政の総合方針を「環境・社会・経済が調和する持続可能な社会の創造」と掲

げます。 

4.3 5 つの基本方針 

SDGs の 17 のゴールを達成するために環境分野で取り組むべき目標について、目標を達成

するために必要な方針として新たな 5つの基本方針を示します。 

各方針ごとの施策の方向性については「施策の方向性（一覧）（付属資料）」に記載し、

本編では主な施策の方向性のみ掲載します。 
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基本方針 1

快適な生活環境が保全される都市 

 市民の健康や生活環境に影響を及ぼす大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、地盤沈下、騒音、

振動、悪臭などの防止や有害化学物質対策を推進することで、快適な生活環境を創造・保

全される都市を目指します。

【主な施策の方向性】 

（１）大気汚染対策

 ・大気汚染については、大気の常時監視や事業所への立入検査などを引き続き実施し、

健康被害の発生を未然に防止するとともに、測定・監視を効率的に行い、健康影響

が生じるおそれがある場合は、速やかに市民・事業者へ周知を行います。

 ・アスベストの飛散防止については、解体工事現場への立ち入り検査を強化し、解体

工事現場におけるアスベストの飛散による健康被害の防止に取り組みます。

（２）水質保全対策 

 ・水質汚濁については、公共用水域の常時監視や特定事業場への立入検査などに引き

続き取り組み、水質の保全を図ります。 

 ・閉鎖性水域である浜名湖・佐鳴湖については、市民・事業者・行政が協力・連携し

て、公共下水道への接続促進や合併処理浄化槽への設置替え促進といった流域対策、

肥料の適正使用や流出防止といった面源負荷対策などの水質浄化対策を進めます。 

また、佐鳴湖地域協議会 10で策定した計画に基づく取り組みを実施します。 

・河川の着色対策については、地域代表、事業者及び行政の 3 者協力により、着色排

水の削減、脱色技術の検討、着色度の監視などを行い、着色の改善を推進します。 

（３）有害化学物質等対策 

 ・PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処理については、保管事業者に対し適切な指導

を行うことで、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法」に基づき定められた処理期限までに確実に処理を完了します。 

10 佐鳴湖の総合的な水環境の向上を推進するために、学識者、地域代表、行政により組織された協議会 
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基本方針 2

資源を有効に活用する循環型都市 

 ごみの減量や資源物のリサイクル、食品ロスの削減、産業廃棄物の適正処理に取り組む

とともに、海洋プラスチックごみ対策を視野に入れ、プラスチック製品の利用抑制や適正

処理によるプラスチックの資源循環を推進し、資源を有効に活用する循環型都市を目指し

ます。

【主な施策の方向性】 

（１）一般廃棄物の減量とリサイクルの推進

 ・本市のごみ排出実態を踏まえ、引き続き、家庭や事業者に 3R の取り組みを促すとと

もに、食品ロス削減施策を実施することで、ごみの減量と資源化を推進します。  

・ごみ減量と資源化についての意識啓発や環境教育を充実させ、市民・事業者・行政

が協働で生活環境の保全に取り組みます。 

 ・安定的なごみ処理と資源化を行うため、効率的なごみ処理体制を構築します。 

・大規模災害発生時に備え、災害廃棄物の適正かつ迅速な処理体制を構築します。 

（２）産業廃棄物対策 

・産業廃棄物の多量排出事業者や処理業者に対し、引き続き減量化や再生利用の取り

組みを要請します。

・排出事業者に対し、立入指導や啓発活動等を行い不適正処理や不法投棄の防止を推

進します。

（３）バイオマスの活用 

・地域材など豊富なポテンシャルを有するバイオマスの利活用を推進し、エネルギー

の地産地消及びエネルギー自給率の向上を図ります。

・原料調達から燃料製造、需要先に至るまでのサプライチェーンの構築を進め、未利

用間伐材等の木質バイオマスの活用を推進します。

（４）海洋プラスチックごみ対策 

・レジ袋やペットボトルなどのプラスチック製品の利用抑制について啓発を行い、プ

ラスチック製品の排出抑制を推進します。

・遠州灘海岸等でのクリーン作戦を行いプラスチックごみの海洋流出を防止するとと

もに、流出により生じる海洋汚染などの問題について、市民への啓発を行います。
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基本方針 3

気候変動に適応しエネルギーの効率化を図る都市 

 温室効果ガスの排出削減対策（緩和策）と気候変動の影響による被害の回避・軽減対策

（適応策）を推進し、気候変動や災害に強いまちづくりを推進するとともに、再生可能エ

ネルギーの適正な導入・活用やエネルギーマネジメントシステムの導入を進めることで、

気候変動に適応し、エネルギーの効率化を図る都市を目指します。

【主な施策の方向性】 

（１）再生可能エネルギーなどの導入 

・安心・安全で安定的なエネルギーを確保するため、地域特性を活かした再生可能エ

ネルギーの利活用を推進します。 

（２）地球温暖化対策の計画的な推進 

・家庭や事業所等から排出される温室効果ガス排出量の削減のため、再生可能エネル

ギーの導入と省エネルギーの推進の施策を両輪として、ハードとソフトの両面から

対策を推進します。 

・市民、事業者、市が一体となって一層の省エネルギーに取り組む必要があるため、

省エネ改修や施設の適正な運用管理などにより、省エネルギーを推進します。 

・家庭や工場等から排出される CO2排出量が増加しているため、環境に配慮した建物な

どの普及促進を行います。 

・都市機能を集積した拠点の形成と拠点間の公共交通ネットワークの確保、沿線への

居住の集約により、過度に自家用車へ依存しない、低炭素な都市を目指します。 

（３）CO２吸収源の確保 

・林業者による森林保全の取り組みだけでなく、企業等の社会貢献と森林保全の連携

により、CO２吸収源としての森林を確保します。 

（４）気候変動に対する適応 

・豪雨時の治水対策や熱中症対策などの気候変動に伴う影響への対応策の検討を進め

るとともに、適応策について理解を深めてもらうよう普及・啓発を行います。 
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基本方針 4

多様な環境と人々のくらしが共存する都市 

国土縮図型と呼ばれている本市の広大な市域に存在する豊かな自然環境や生息・生育す

る多様な動植物と、全国でも指折りの産出額を誇る農業や天竜美林に代表される林業、遠

州灘や浜名湖での漁業、輸送用機器などの製造業といった人々の様々な営みや日々の生活

が調和し、環境と人々のくらしが共存する都市を目指します。

【主な施策の方向性】 

（１）生物多様性の保全

 ・本市の豊かな生物多様性を将来にわたって保全していくため、身近な動植物の生育・

生息環境や生態系の保全を行います。 

・特定外来生物対策を推進するため、防除実施計画に沿って、特定外来生物の効果的・

継続的な防除及び、市民協働による対策を進めます。  

・市民、NPO、事業者、専門家などの各主体が生物多様性の重要性を認識し連携すると

ともに、生物多様性に対する関心の高い市民や地域の自然環境を支えていくための

人材を育成します。 

（２）森林・農地・緑地の保全 

 ・「持続可能な森林経営・管理」により、災害防止や地球温暖化防止などの森林の公益

的機能の維持増進や生態系の保全を推進します。

 ・生産地と消費地が共存する本市の特性を活かし、中山間地と都市部との市民交流や、

次世代を担う子供たちに対する森林環境教育の充実などにより、市民一人ひとりの

森林への理解を深めるための施策を推進します。

 ・個々の緑地を保全するだけでなく、生物多様性を保全するため、多様な生物の生息・

生育場所となる森林や丘陵地、農地、公園など緑地のつながりを形成していきます。

（３）地域資源の持続可能な活用による産業の振興 

 ・「FSC 森林認証」を取得した木材製品の積極的な活用・普及啓発による「天竜材」の

ブランド化を進めます。 
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基本方針 5

環境活動を実践する人を育てる都市 

 市民・事業者が日常生活の中で自らの問題として環境の保全に取り組むきっかけをつく

るため、防災や健康福祉、消費生活、まちづくりなどの分野と幅広く連携を取り、市民に

情報発信を行うとともに、環境教育の担い手の育成を図り、環境活動を実践する人を育て

る都市を目指します。

【主な施策の方向性】 

（１）学校・地域・社会など幅広い場における環境教育

 ・体験学習に重点を置く取り組みや幅広い実践的人材づくりを行うとともに、市民団

体や事業者など、各主体と協働した取り組みを促進します。 

 ・本市の地域特性・自然特性を活かし、幼児から大人まで発達段階に応じた系統的な

浜松版環境学習プログラム「Eスイッチプログラム 11」の学校教育や地域の学習会で

の活用を促進します。 

 ・エシカル消費などの多分野の視点を取り入れた環境教育を推進することで、持続可

能な社会の創造を目指します。 

・多分野の視点から物事をとらえ、多様な課題を解決し持続可能な社会を創造する人

材を育むため、環境教育（ESD）を推進します。 

（２）環境情報の積極的な発信 

 ・環境教育の取り組みや、環境学習会や環境活動の情報について、SNS などのツールを

活用し、積極的な情報発信を行います。

・学校や地域、市民、NPO、事業者などが実施した、環境に配慮した行動や環境活動に

ついてとりまとめ、各主体での情報共有をします。

11「みどり」「水」「廃棄物」「大気」「エネルギー」「食」の 6つの分野で構成され、 

浜松市の地域特性を取り入れた浜松版環境学習プログラム 
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4.4 環境指標 

 第 2 次計画で掲げられた 5 つの基本方針ごとに設定された環境指標を基本とし、これま

での進捗状況を踏まえて、2024（令和 6）年度の目標年度までに重点的に取り組むべき指標

を示します。 

図表 4.4 環境指標 

計画当初 現状 目標値

2015(平成27）年度 2018（平成30）年度 2024（令和6）年度

7.4mg/L 7.8mg/L 8.0mg/L以下

898g 879g 851g

基準年度排出量
5,795千t-CO2

[2016（平成28）年度]
基準年度比　15%削減

基準年度比　19%削減

1,374ha 1,374ha
[2029(令和11）年度]

3,931ha

55% 47% 67%
環境に配慮した行動や活動をしている市民の割合
※市民アンケートによる、環境に配慮した暮らしを
実践する市民の割合

1人1日当たりの一般廃棄物排出量
※本市人口により1日当たりの一般廃棄物排出量
を算出

【基本方針3】　気候変動に適応しエネルギーの効率化を図る都市

市域の温室効果ガス排出量の削減目標
※基準年度：2013（平成25）年度

【基本方針4】　多様な環境と人々のくらしが共存する都市

緑地保全面積
※主として緑地の保全を目的とした法規制・条例
により担保された緑地の面積

【基本方針5】　環境活動を実践する人を育てる都市

【基本方針2】　資源を有効に活用する循環型都市

測定項目

【基本方針1】　快適な生活環境が保全される都市

佐鳴湖のCOD（化学的酸素要求量）
※5ヶ年移動平均値
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第 5章 計画の推進及び進捗管理 

5.1 計画の推進の基本的な考え方 

本計画で提示した環境の将来像を実現するためには、施策を着実に推進していく必要が

あります。

そのためには、環境部局だけではなく、庁内の各部局との連携を深め、各部局において、

環境の将来像を念頭に置いた施策の展開を図ることが重要です。

また、計画の推進には、市民や事業者などの積極的な参加が不可欠であるため、各主体

と環境の将来像を共有し、本市が実施する施策への連携を進めるなど、市民、事業者、市

が一体となって取り組んでいくことが必要です。

5.2 主体別行動指針 

5.2.1 市の行動指針 
・環境の保全及び創造に関する情報を収集・整備し、積極的に市民や事業者に周知・提

供することで、本市が実施する施策への参加・協力を呼びかけます。 

・市として、市民や事業者の模範となるように、法規制を遵守し、環境への負荷を低減

する活動に率先して取り組みます。 

・環境行政の取り組みについて、積極的に国内外に情報発信を行うことで、市民・NPO・

事業者に対して環境配慮への取り組みのきっかけづくりをするとともに、各主体の連

携を活性化させ環境活動を実践する行動へと導きます。 

5.2.2 市民の行動指針 
・本市全体の環境の保全及び創造のためには、市民一人ひとりの実践・行動の積み重ね

が不可欠であることを自覚して、日常生活においてどのようなことができるのか、常

に主体性を持って学習し、具体的な行動を起こします。

・本市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に積極的に参加・協力します。

5.2.3 事業者の行動指針 
・事業活動において、法規制を遵守し、公害防止、廃棄物の適正処理、省資源、グリー

ン購入、自然環境の保全、省エネルギーや再生可能エネルギーの活用などを推進し、

環境負荷軽減に取り組みます。

・環境配慮経営を行うことによって、持続可能な消費と生産を促進し、企業の成長とと
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もに、循環型都市の発展に貢献します。

・本市が実施する環境の保全及び創造に関する施策に積極的に協力します。

5.3 計画の進捗管理の基本的な考え方

本計画の進捗状況は、環境審議会へ毎年報告し、今後の計画の推進に当たっての意見や

提言をいただきます。 

また、市ホームページに進捗状況を公表し、市民への周知を行います。 

5.4 計画の推進及び進捗管理の体制 

本計画の推進体制については、市・市民・事業者・環境関連団体・機関が参加し、PDCA

サイクル 12による継続的な改善と推進を図ります。 

図表 5.4 環境基本計画の推進体制

※団体：NPO 法人などの環境関連団体 

機関：国、関係市町村、各種研究機関

12 Plan(計画)・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）を繰り返すことにより、継続的に経

営改善を行っていく手法
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●環境配慮指針 

 浜松市環境基本条例第 9 条第 2 項第 2 号に規定する、環境の保全及び創造に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項として、環境と調和のとれた開発を目指

すために、行政や事業者が取り組むべき環境配慮の指針を示します。

環境配慮の基本的な考え方 

1 環境配慮指針とは 

環境と調和のとれた開発を目指して、浜松市環境基本条例に掲げる基本方針に基づく環

境の保全及び創造を行うため、環境に影響を与えるおそれのある各種開発事業を実施する

際に、行政や事業者が取り組むべき環境配慮の指針です。

2 対象とする環境要素 

開発事業を実施する際に考慮すべき環境要素を図表に示します。 

図表 対象とする環境要素 

環境要素 項目

生活環境 大気環境（大気汚染・悪臭）、水環境（水質・地下水）、土壌環境（土壌

汚染）、騒音・振動

生物多様性 動植物（貴重種等）、生態系

快適環境 景観、人と自然との触れ合いの活動の場、歴史・文化的遺産

地球環境 省エネルギー化及び再生可能エネルギーの利用、資源の有効利用 

3 環境保全措置 

 適切な環境配慮を行うためには、開発事業の種類や事業の進捗状況、開発事業地の特性

を考慮し、環境配慮の方法※を検討することが重要です。

これらのことを踏まえ、開発事業により環境に影響を与えることが想定される場合には、

まずその影響を「回避」し、回避できない場合は、「低減」することを検討します。回避・

低減が不可能な場合は、「代償」することによって環境影響を緩和します。 

4 対象とする開発事業 

公共事業、民間事業の区別に関わらず、事業の種類ごとに一定規模以上の開発事業を対

象※とします。

※具体的な環境配慮事項の考え方、対象とする事業の基準等、環境配慮指針の詳細について

は「浜松市環境配慮指針手引書（2015（平成 27）年 3月）」に記します。
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― 付属資料 ― 



付属資料

施策の方向性（一覧）

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

森林・農地・緑地の保全 農地の保全

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

大気汚染対策
工場・事業場におけるばい煙など排
出削減対策

土壌・地下水汚染の防止
工場・事業場などの敷地土壌の汚染
防止

工場・事業場に対する指導

有害化学物質等対策
特定化学物質の環境への排出量の
把握及び管理の改善

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

森林・農地・緑地の保全 農地の保全

2
資源を有効に活用する循
環型都市

一般廃棄物の減量とリサイクル
の推進

意識啓発と環境教育の推進

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

学校・地域・社会など幅広い場
における環境教育

学校などにおける環境教育

学校などの教職員に対する環境教育
の理解促進

社会など幅広い場における環境教育
の推進

環境教育を担う人材の育成と積極的
な活用

環境学習プログラム（Ｅスイッチプログ
ラム）の充実

環境教育の更なる普及・促進に向け
た調査研究

事業者への支援

環境に関する研修などの充実

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

水質保全対策 川や湖を守る条例の運用

生活用水の安定供給

達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）

施策の方向性基本方針

職場における環境活動、環境保
全の意欲の増進及び環境教育
並びに協働取り組み

環境教育の場の整備や充実

環境情報の積極的な発信

国際的な視点での取り組み
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1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

水質保全対策 生活排水による水環境への負荷低減

工場・事業場における排出水対策

市民や各種団体との連携による活動
の推進

水質汚濁状況の的確な監視

騒音・振動・悪臭対策 悪臭対策の推進

土壌・地下水汚染の防止 地下水の水質調査と浄化対策の徹底

地下水のかん養

有害化学物質等対策 ダイオキシン類に関する監視

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

河川・湖沼・海岸の保全 水辺の環境保全

生活排水対策

工場・事業場における排水対策

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

2
資源を有効に活用する循
環型都市

バイオマスの活用 バイオマスのエネルギー利用

3
気候変動に適応しエネル
ギーの効率化を図る都市

再生可能エネルギーなどの導入
地域特性を活かした再生可能エネル
ギーなどの導入

市の率先行動

地球温暖化対策の計画的な推
進

省エネルギーに配慮した都市整備と
建物の省エネルギー化の推進

市民・事業者への意識啓発

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

大気汚染対策 自動車排出ガス対策

2
資源を有効に活用する循
環型都市

バイオマスの活用 バイオマスの確保

バイオマスのマテリアル利用

3
気候変動に適応しエネル
ギーの効率化を図る都市

地球温暖化対策の計画的な推
進

交通部門における省エネルギーの推
進

CO2吸収源の確保
FSC森林認証の拡大と事業者のCSR
活動

地域材を使用した木材受託の普及

本市の特性を活かした環境・エネルギー産業の成長促進

本市の特性を活かした環境・エネルギー産業の成長促進

基本方針 施策の方向性

国際的な視点での取り組み

達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）
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4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

森林・農地・緑地の保全 森林の保全

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

水質保全対策
市民や各種団体との連携による活動
の推進

騒音・振動・悪臭対策 自動車騒音・振動対策の推進

土壌・地下水汚染の防止
環境保全に配慮した農業と農業水利
施設の維持管理

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

森林・農地・緑地の保全 森林の保全

農地の保全

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

大気汚染対策 自動車排出ガス対策

水質保全対策
し尿・浄化槽汚泥の安定的な処理の
確立

音・かおり・光に関する生活環境
の保全及び創造

感覚公害に対する指導、啓発活動

浜松市音・かおり・光資源の保全

騒音・振動・悪臭対策 自動車騒音・振動対策の推進

工場・事業場及び建設作業における
騒音・振動対策の推進

航空機騒音対策の推進

悪臭対策の推進

騒音・振動の的確な監視

有害化学物質等対策 工場・事業場の監視と指導

PCB、アスベスト廃棄物の適正処理

野焼きの防止

有害大気汚染物質の監視

市民マナー条例の運用

環境資産の持続可能な活用による産業の振興

環境・エネルギー産業の創造

環境資産の持続可能な活用による産業の振興

基本方針

環境情報の積極的な発信

施策の方向性
達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）
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2
資源を有効に活用する循
環型都市

一般廃棄物の減量とリサイクル
の推進

安定的かつ効率的なごみ処理と資源
化体制の整備

産業廃棄物対策
産業廃棄物の適正管理・適正処理の
推進

排出事業者・処理業者・市民・行政な
どの協働による連携強化

産業廃棄物処理施設の設置

3
気候変動に適応しエネル
ギーの効率化を図る都市

地球温暖化対策の計画的な推
進

省エネルギーに配慮した都市整備と
建物の省エネルギー化の推進

交通部門における省エネルギーの推
進

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

水やみどりに親しむ空間の創出 親しみやすい水辺づくり

身近なみどりの創出

自然とふれあう場と機会の確保

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

2
資源を有効に活用する循
環型都市

一般廃棄物の減量とリサイクル
の推進

ごみの減量と資源化の推進

意識啓発と環境教育の推進

安定的かつ効率的なごみ処理と資源
化体制の整備

市の率先行動

産業廃棄物対策
産業廃棄物の発生抑制・再使用・再
生利用の推進

排出事業者における処理責任の徹底

バイオマスの活用 バイオマスの確保

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

水やみどりに親しむ空間の創出 自然とふれあう場と機会の確保

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）

徒歩・自転車・公共交通を中心に考えた交通ネットワークの形成

本市の特性を活かした環境・エネルギー産業の成長促進

環境負荷の低減に配慮した居住・都市機能の集約

国際的な視点での取り組み

市民や事業者の行動変革の促進

基本方針 施策の方向性
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1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

大気汚染対策 自動車排出ガス対策

3
気候変動に適応しエネル
ギーの効率化を図る都市

地球温暖化対策の計画的な推
進

地球温暖化対策推進のための計画
の策定

省エネルギーに配慮した都市整備と
建物の省エネルギー化の推進

交通部門における省エネルギーの推
進

市民・事業者への意識啓発

市の率先行動

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

学校・地域・社会など幅広い場
における環境教育

社会など幅広い場における環境教育
の推進

職場における環境活動、環境保
全の意欲の増進及び環境教育
並びに協働取り組み

環境に関する研修などの充実

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

水質保全対策 川や湖を守る条例の運用

市民や各種団体との連携による活動
の推進

有害化学物質等対策 農薬類の適正な使用

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

土壌・地下水汚染の防止
環境保全に配慮した農業と農業水利
施設の維持管理

2
資源を有効に活用する循
環型都市

バイオマスの活用 バイオマスのマテリアル利用

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

生物多様性の保全 貴重な動植物の保護

動植物の適正な管理・防除

開発事業の実施に伴う環境配慮

生物多様性の普及啓発

森林・農地・緑地の保全 森林の保全

農地の保全

緑地の保全

河川・湖沼・海岸の保全 水辺の環境保全

気候変動に対する適応

エネルギーを最適利用する建物の普及やコミュニティ化

環境教育の場の整備や充実

市民や事業者の行動変革の促進

基本方針 施策の方向性
達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）
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4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

水やみどりに親しむ空間の創出 身近なみどりの創出

自然とふれあう場と機会の確保

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

学校・地域・社会など幅広い場
における環境教育

環境学習プログラム（Ｅスイッチプログ
ラム）の充実

1
快適な生活環境が保全さ
れる都市

水質保全対策
市民や各種団体との連携による活動
の推進

2
資源を有効に活用する循
環型都市

産業廃棄物対策
排出事業者・処理業者・市民・行政な
どの協働による連携強化

4
多様な環境と人々のくらし
が共存する都市

河川・湖沼・海岸の保全 水辺の環境保全

5
環境活動を実践する人を
育てる都市

学校・地域・社会など幅広い場
における環境教育

各主体との連携

職場における環境活動、環境保
全の意欲の増進及び環境教育
並びに協働取り組み

事業者への支援

高齢世代が参画・活躍する場づくり

自然景観の保全と創造

多様な主体の行動・参画・協働による環境活動の推進

環境情報の積極的な発信

国際的な視点での取り組み

市民や事業者の行動変革の促進

施策の方向性
達成すべき目標
（ＳＤＧｓ）

基本方針

- 付6 -



総 合 方 針 

◆ 改正版における環境指標 

5つの基本方針ごとに環境指標を設定し、進捗管理を行っています。 

◆ 計画の推進及び進捗管理 

計画の進捗は環境政策課が管理し、

PDCA サイクルによる継続的な改善と推

進を図ります。 

環境・社会・経済が調和する持続可能な社会の創造

基

本

方

針

【基本方針３】 

気候変動に適応しエネルギー 

の効率化を図る都市 

【基本方針５】 

環境活動を実践する人を 

育てる都市 

【基本方針４】 

多様な環境と人々のくらしが 

共存する都市 

【基本方針２】 

資源を有効に活用する 

循環型都市 

【基本方針１】 

快適な生活環境が保全 

される都市 

・再生可能エネルギーなどの導入 

・地球温暖化対策の計画的な推進 

・CO2吸収源の確保 

・気候変動に対する適応    

・一般廃棄物の減量とリサイクルの推進 

・産業廃棄物対策 

・バイオマスの活用 

・海洋プラスチックごみ対策  

・大気汚染対策 

・水質汚染対策 

・有害化学物質等対策      

・生物多様性の保全 

・森林・農地・緑地の保全 

・地域資源の持続可能な活用による 

産業の振興         

・学校・地域・社会など幅広い場におけ

る環境教育 

・環境情報の積極的な発信   

5つの基本方針と関連する主なSDGｓの目標 主な施策の方向性 

2045年を見据えた 

環境の将来像 豊かな自然の恵みを未来へ「ツナグ」環境共生都市 

◆改正のポイント

●総合方針を新設 

環境・社会・経済の 3 つの視点を踏まえた総合方針を設定し、持続可能な開発目標

（SDGｓ）の達成に向けた施策を推進します。 

●5つの基本方針を改正 

5つの基本方針を見直し、地球温暖化防止に向けた緩和策や温暖化への適応策、海洋

プラスチックごみ問題などに取り組みます。 

●施策とSDGｓの目標との関連付け 

第 2次環境基本計画で示した265施策を評価・検証し、SDGｓの目標ごとに再編す

ることで、施策と達成すべき目標との関連性を見える化します。 

計画当初 現状 目標値

2015(平成27）年度 2018（平成30）年度 2024（令和6）年度

7.4mg/L 7.8mg/L 8.0mg/L以下

898g 879g 851g

基準年度排出量
5,795千t-CO2

[2016（平成28）年度]
基準年度比　15%削減

基準年度比　19%削減

1,374ha 1,374ha
[2029(令和11）年度]

3,931ha

55% 47% 67%

測定項目

【基本方針1】　快適な生活環境が保全される都市

佐鳴湖のCOD（化学的酸素要求量）

【基本方針5】　環境活動を実践する人を育てる都市

環境に配慮した行動や活動をしている市民
の割合

【基本方針2】　資源を有効に活用する循環型都市

1人1日当たりの一般廃棄物排出量

【基本方針3】　気候変動に適応しエネルギーの効率化を図る都市

市域の温室効果ガス排出量の削減目標
※基準年度：2013（平成25）年度

【基本方針4】　多様な環境と人々のくらしが共存する都市

緑地保全面積

資料１-３
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浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）の進捗状況について

環境政策課 

１ 趣旨 

国が示した削減目標「2030(令和 12)年度に 2013(平成 25)年度比で温室効果ガス排出量 26%削減」

を達成するために、2017(平成 29)年 4 月に浜松市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）を改定し、

4 つの基本施策を中心に各種事業に取り組んでいます。排出量の 2015(平成 27)年度の確定値と

2016(平成 28)年度の速報値、及び 2018(平成 30)年度の取組状況について報告します。

温室効果ガス削減目標

２ 概要

2016(平成 28)年度の市域の温室効果ガス排出量は、5,344 千 t-CO2であり、基準年度比 7.8%減少し

ました。基準年度からは減少しているが、前年度と比較すると微増となりました。 

 基本施策ごとの進捗管理指標は、いずれも基準年度よりも減少（森林認証面積については増加）し

ました。 

市域の温室効果ガス排出量の推移 

2013 年度 

(平成 25 年度) 

【基準年度】 

2015 年度 

(平成 27 年度) 

【確定値】 

2016 年度 

(平成 28 年度) 

【速報値】 

増減率 

基準年度比 

2030 年度 

(令和 12 年度) 

【目標値】 

温室効果ガス（千 t-CO2） 5,795 5,308 5,344 △7.8% 4,286 

森林等による二酸化炭素吸収（千 t-CO2） -427 -416 - -249 

合計 4,881 4,928 △15.0%     4,037 

進捗管理指標 

基本施策及び指標 

2013 年度 

(平成 25 年度) 

【基準年度】 

2015 年度 

(平成 27 年度) 

2016 年度 

(平成 28 年度) 

目標値 

（目標年度） 

1 省エネルギーの推進 

2 再生可能エネルギーの導入促進 

市民 1人 1 日あたりの 

エネルギー使用量 

（電力使用量換算） 

8.1 kWh/人・日 7.6 7.7 
6.1 kWh/人・日 

(2030(令和 12)年度) 

従業員 1人 1 日あたりの 

エネルギー使用量 

（電力使用量換算） 

14.8 kWh/人・日 14.3 14.3  
8.8 kWh/人・日 

(2030(令和 12)年度) 

市民 1人 1 日あたりの 

ごみ排出量 ※ 
898 g/人・日 889 879 

843 g/人・日 
(2028(令和 10)年度) 

3 低炭素都市の実現 

市民 1人 1 日あたりの 

移動に要する燃料使用量 

（ガソリン使用量換算） 

2.1 L/人・日 2.0 2.0  
1.8 L/人・日 

(2030(令和 12)年度) 

4 二酸化炭素吸収源の確保 

 森林認証取得面積 42,174 ha 43,553 44,404 
54,000 ha 

(2036(令和 18)年度) 
 ※「ごみ排出量」とは、可燃ごみ、不燃ごみ、資源物、集団回収等の総量です。

2030(令和 12)年度に 2013(平成 25)年度比で 26％削減

資料２
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浜松市域の温室効果ガス排出状況 

本市の 2016(平成 28)年度の温室効果ガス排出量は 5,344 千 t-CO2であり、基準年度比 7.8％減少し

た。森林等による二酸化炭素吸収量は、416 千 t-CO2でした（図表 1，2）。二酸化炭素吸収量を加えた

温室効果ガス排出量は、4,928 千 t-CO2でした。 

図表 1 本市の温室効果ガスの推移 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
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(千ｔ－CO2)

基
準
年
度

(年度)
図表 2 本市の温室効果ガス排出量（千 t-CO2） 

2013 年度 

(平成 25 年度) 

【基準年度】

2014 年度 

(平成 26 年度) 

2015 年度 

(平成 27 年度) 

2016 年度 

(平成 28 年度) 

増減率 

【基準年度比】

温室効果ガス 5,795 5,524 5,308 5,344 △7.8% 

森林等による二酸化炭素吸収 -427 -427 -416  － 

合計 5,097 4,881 4,928 △15.0% 

部門別二酸化炭素排出量は、全体では 9.4%減(基準年度比)となり、産業部門 21.7％減、運輸部門

5.2％減、民生・家庭部門 4.9％減、民生・業務部門 6.9％減、廃棄物処理部門 22.3％増加でした（図

表 3，4）。 

図表 3 部門別二酸化炭素排出量の推移 

0
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1,000

1,500

2,000

産業部門

運輸部門

民生・家庭部門

民生・業務部門

廃棄物処理
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図表 4 部門別二酸化炭素排出量（千 t-CO2） 

部門 
2013 年度 

(平成 25 年度) 

【基準年度】 

2014 年度 

(平成 26 年度) 

2015 年度 

(平成 27 年度) 

2016 年度 

(平成 28 年度) 

増減率 

【基準年度比】 

産業 1,391.9 1,262.8 1,090.5 1,089.3 △21.7% 

運輸 1,422.7 1,340.2 1,343.9 1,348.7 △5.2% 

民生・家庭 1,200.7 1,171.2 1,126.9 1,142.4 △4.9% 

民生・業務 1,403.0 1,350.8 1,317.0 1,306.3 △6.9% 

廃棄物処理  70.7  70.7 84.3 86.4  22.3% 

合計 5,488.9 5,195.6 4,962.6 4,973.1 △9.4% 

△7.8% 
5,795 

…森林等に 

よる吸収量を含む 

中期目標

△26% 

5,344 
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３ 2018(平成 30)年度の主な基本施策別事業 

基本施策 1 省エネルギーの推進 

 事業者向けの取組として再エネ・省エネ事業者認定制度やエコドライブ事業所認定制度により、

事業者の取組を促進した。また、株式会社浜松新電力内に省エネ総合支援窓口を設置し、セミナー

の開催や省エネ相談、省エネ診断等を実施し、事業者の省エネを支援した。 

 市民向けには、環境学習プログラム「E スイッチプログラム」や出前講座の開講、エコハウス

モデル住宅での来場者への説明、労福協まつり等イベントへのブース出展による普及啓発を通し

て、身近な環境問題へ関心を高めるとともに地球温暖化対策について実践行動を促した。また、

ごみ減量については、「ごみ減量天下取り大作戦」により、生ごみの水切り、雑がみの分別、食

べキリの実践を通して、ごみ減量化の普及啓発を行った。 

 市役所の取組として、浜松市役所温暖化対策マネジメントシステムに基づき、各職場の温暖化

対策推進員への研修や施設の省エネパトロールの実施などにより、全職員の省エネ意識の高揚と

実践行動を促した。 

＜主な取組実績＞ ※（ ）内は 2017(平成 29)年度の実績

・再エネ・省エネ事業者認定制度認定数：33事業所(25 事業所） 

・環境学習指導者の派遣回数・人数：433 回 649 人(310 回 500 人) 

・環境教育の受講者数：13,258 人(13,169 人) 

  上記の内、温暖化対策に関する講座受講者数：3,058 人(2,623 人) 

       ごみ減量に関する講座受講者数：3,901 人(3,607 人) 

・エコハウスモデル住宅来場者数：2,954 人(2,128 人) 

・COOL CHOICE 賛同者数(市受付分)：2,946 人(2,674 人) 

・清掃工場の余熱利用による発電量 

西部清掃工場 47,526MWh(50,461MWh) 

南部清掃工場 21,492 MWh(22,286MWh) 

基本施策 2 再生可能エネルギーの導入促進 

 エネルギーに対する不安のない強靭で低炭素な社会を目指し、再生可能エネルギーの導入拡大

を図った。太陽光発電においては、事業用（10kW 以上）太陽光発電所 8,249 基が運転している。

家庭用（10kW 未満）を加えた導入容量は 464,350kW となり全国トップである。 

風力発電についてはゾーニング計画を策定・公表し、課題を解決すれば導入の可能性がある箇

所の選定とそれぞれの箇所の課題を明確にした。バイオマス発電に関しても実現に向け調査・検

討を進めた。 

 住宅の創エネ・省エネ・蓄エネの推進や天竜材の利用を促進するため、住宅の省エネ等設備（太

陽光発電システム、エネファーム、HEMS、蓄電池、木質ペレットストーブ等）への助成を行った。 

 また、市内の中小企業者に対し、新技術・新製品等の研究開発費の一部を補助することで新産

業の事業化実現を促した。 
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＜主な取組実績＞ ※（ ）内は 2017(平成 29)年度の実績

・浜松市における太陽光発電設備導入状況 

家庭用 事業用 
計 

規模 10kW 未満 50kW 未満 50kW 以上 1,000kW 未満 1,000kW 以上 

件数（件） 13,726(12,168) 7,868(6,822) 324(297) 57(53) 21,975(19,340) 

容量（kW） 64,181(56,535) 173,327(146,893) 93,922(82,923) 132,920(127,825) 464,350(414,176) 

・補助件数 

太陽光発電：1,134 件(1,098 件) 

エネファーム（家庭用燃料電池）：108 件(140 件) 

蓄電池：409 件(222 件) 

HEMS：153 件(368 件) 

V2H：1件(2 件) 

木質ペレットストーブ：14件(5 件) 

・新産業創出事業費補助件数（環境・エネルギー分野）2件(3 件) 

基本施策 3 低炭素都市の実現 

 自動車の賢い利用を促進するため、市内事業者を対象としたエコドライブ講習会を実施した。 

自家用車の利用削減及び公共交通の利用促進を促すとともに、公共交通機関へ乗り換える「サ

イクル&ライド」の取り組みを進めた。 

 自治会管理の防犯灯の LED 化については、平成 29 年度で概ね完了しているが、その後の更新

や新規設置に対する補助を継続することにより、地域の照明の低炭素化を進めた。 

 住宅に関する低炭素化について、断熱改修などのエコリフォームや省エネ性能の高い住宅を普

及啓発するため、一般市民を向けのエコハウス講座を協働センターで開催した。 

＜主な取組実績＞ ※（ ）内は 2017(平成 29)年度の実績

・エコドライブ認定事業所数：40事業所(42事業所) 

・エコドライブ講習会参加事業所数、人数：20事業所、20人 (26 事業所、27人) 

・道路照明灯の LED 化、LED 化率：2,538 灯、20.6％(2,021 灯、16.4%) 

・エコハウス講座の実施回数、受講者数：4回、73人 

基本施策 4 二酸化炭素吸収源の確保 

 天竜地区の森林で FSC 森林認証を取得し、天竜材に環境配慮の付加価値を付けることで、原木

や製材・木製品等の取引に優位性を得て、天竜林業の活性化につなげた。地域材を一定量以上使

用した住宅の建築主に対し、その一部を助成する天竜材の家百年住居る事業を行い、地域材の需

要拡大を図った。また、森林への理解促進及び木材利用促進を図るため、森林環境教育を実施し

た。 

 まちの緑化を推進するため、保存樹・保存樹林の啓発及び風致地区・緑地協定地区への生垣用

苗木の交付や「緑のカーテン」に使用する種子を市民に配布した。 

＜主な取組実績＞ ※（ ）内は 2017(平成 29)年度の実績

・FSC 森林認証面積：45,270ha（45,131ha） 

・天竜材の家百年住居る事業：181 棟(218 棟)、※内、FSC 認証材 115 棟(149 棟) 

・森林環境教育受講者数、開催数：713 人、13 回(681 人 15 回開催) 

・生垣用苗木の交付：2,408 本(2,750 本) 
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生物多様性はままつ戦略の進捗状況について 
環境政策課 

１. 生物多様性はままつ戦略の概要

浜松市における生物多様性の保全及び持続可能な利用に向けた取組みを総合的・体系的

に推進し、持続可能な都市の構築を目指す基本的かつ総合的な計画として、平成 25年 3月

に「生物多様性はままつ戦略」を策定しました。平成 29 年度に地域内外の状況を踏まえた

見直しを行い、平成 30 年度より「生物多様性はままつ戦略 2018」として、目指すべき将来

像の実現に向けた 3つの基本方針を掲げ、生物多様性保全に取り組んでいます。 

２. 生物多様性はままつ戦略の達成度 

生物多様性はままつ戦略 2018 では、令和 4年を目標年度に基本方針に沿った 7つの指標

により進捗を管理しています。平成 30 年度に達成した指標はありませんが、7 つの指標の

うち 4指標は目標の達成に向けて順調に推移しています。一方で、「市民参加型調査に参加

した人数」や「『生物多様性』の理解度」の実績は目標値に遠く、達成のためには新たな働

きかけが必要です。 

基本方針１ 多様な生きもののすみかをしっかりと守っていきます 

取組み 指標 目標値 平成 30 年度 実績 備考 
進捗 

状況※3

①生きものの生

息・生育場所の

保全 

ヤリタナゴの生息数 

（基準値：64 個体 

  【成魚 5 当歳魚 59】） 

維持、 

又は増加 
未調査 

令和元年度調査 

61 個体 

【成魚 45 当歳魚 16】 

- 

②持続可能な農林

水産業の促進と

良好な生態系の

保全 

多面的機能支払交付金
※1の交付面積 

（基準値： 

農地維持：3,187ha 

資源向上 

共同   ：2,718ha 

 長寿命化：4,247ha） 

10%増加 

多面的機能支払交付金※1

の交付面積 

農地維持：3,315.5ha 

資源向上 

共同   ：2,886.8ha 

長寿命化：4,378.8ha 

(4.2%増) 

  ○ 

③都市における緑

地・水域の保全

と連結・拡充 

緑地保全面積※2

（基準値：1,373ha） 

維持、 

又は増加 
 緑地保全面積 1,373ha   ○ 

※1：農業・農村は、国土の保全、水源の涵養、自然環境の保全などの多面的機能を有しており、この機能の維持・発

揮を図るための地域の共同活動に対する支援に係る交付金を指す。 

※2：特別緑地保全地区、風致地区、生産緑地地区、保存樹・保存樹林、市民の森の面積を合計したもの。 

※3：進捗状況は、良好な項目を「○」、進捗が遅れている項目を「×」、未調査の項目を「-」とした。 

「生きものの生息・生育場所の保全」の取組みで

は、井伊谷小学校で地域の産業と自然の繋がりを学

ぶ ESD プログラムを作成し、地域住民とともに静岡

県指定希少野生動植物であるヤリタナゴを繁殖させ

るためのビオトープを整備しました。

資料３ 

ビオトープ整備風景 北区引佐町 
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基本方針２ 地域の生物多様性を守るための仕組みをつくります 

「生物多様性に係る情報の収集・蓄積・活用」の取組みでは、身近な生きもの「ツバメ

類、カエル類、赤とんぼ類」の写真をメールで送っていただく市民参加型の調査を行いま

した。市広報やホームページ、小中学校へのチラシ配布など、啓発に努めましたが、目標

数に大きく届きませんでした。市民の方によっては、生きものの写真を撮影して、さらに

写真データを送信するという手順のハードルが高いため、応募が伸びなかったことも考え

られます。今後は生きものの情報をより簡単に提供でき、調査に参加できる方法を検討し

ていきます。 

基本方針３ 豊かな自然と恵みを将来につなぐための人を増やしていきます 

取組み 指標 目標値 平成 30 年度 実績 備考 
進捗 

状況※

⑥地域の生態系を 

支える人づくり 

環境学習指導者による生物

多様性保全学習会の開催・

参加回数 

（基準値：1,803 回） 

10%増加 
開催・参加回数

1,973 回 

（9.4％増加） 

  ○ 

⑦生物多様性の大切さ

を理解し、行動する

市民の育成 

「生物多様性」の理解度 

（基準値：30.4％） 

＊言葉も意味も知っている 

60％超 

23.0% 

＊言葉は知ってい

る（54.9％） 

市民アンケート調査

結果 × 

「地域の生態系を支える人づくり」の取組みでは、毎年環境学習指導者養成講座を開講

しており、平成 30 年度までに延べ 56 人を養成しました。これにより、登録者数は個人で

142 人、団体で 15 団体となりました。また、平成 30 年度の移動環境教室では延べ 526 人の

講師を派遣しました。こうした登録者数の増加と自主的な活動の広がりもあり、環境学習

指導者の活動回数は増加しています。 

生物多様性の保全においては、まず「生物多様性とは何か」を認知していただく必要が

あります。県内の生物多様性の認知度は 20％と低く、本市においても認知度が上がってい

ない状況でした。令和 2 年は愛知ターゲットの目標年度でもあり、全国的にも生物多様性

への取組みが取り上げられることが見込まれます。これを機に、本市においても生物多様

性の認知度を向上させるため、啓発活動に取り組みます。

取組み 指標 目標値 平成 30 年度 実績 備考 
進捗 

状況※

④様々な主体との円滑

な連携、活動支援 

浜松市生きものパート

ナーシップの協定を締結

した件数 

（基準値：０件） 

3 件締結 

協定実施要綱を策

定し、支援を受けた

い団体を募集 

（団体登録数 ７件）

現在協定に向けてマッチ

ング 1 件 
○ 

⑤生物多様性に関わ

る情報の収集・蓄

積・活用 

市民参加型調査に 

参加した人数 

（基準値：０人/年） 

300 人/年 27 人   × 



ご み 減 量 推 進 課 

平成 30 年度ごみ・資源物の排出状況について 

1 ごみの排出状況 

家庭系ごみは前年度と比較して 2,665ｔ増加したが、事業系ごみは前年度から 942ｔ

減少した。 

1 人一日当たりの排出量は、879ｇで前年度より 6ｇ増加した。 

増加の要因は台風２４号の被害により家庭系ごみが大幅に増加したためである。 

2 リサイクル率等の推移 

 リサイクル率は、前年同様 19.1％だった。主な資源物の推移としては資源物集団回

収量が前年度より 702t 減少したが、プラスチック容器包装は 760.8t 増加した。 

※ 「リサイクル率」の算定方法 ： （資源化量÷総排出量）×100 

資料４ 

232,559 



3  最終処分量の推移 

 最終処分量は、前年度より 639ｔ増加した。これは主に破砕後不燃物の埋立量等が増

加したためである。 

4  家庭から出るもえるごみの内訳 

平成 30年度ごみ質分析調査の結果より、家庭系ごみの 95％を占めるもえるごみのう

ち、生ごみが 35.8％（約 4万 9千ｔ）、紙類が 29.5％（約 4万ｔ）であり、この 2つを

合せると全体の 7割弱を占めていることが分かった。 


